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パート労働者への厚生年金の適用拡大について  
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年金制度改正に関する意見（社会保障審議会年金部会）抜粋  

（平成15年9月12日）  

（1）短時間労働者に対する厚生年金の適廟  

○ 就労形態の多様化に対応し、年金制度にフいても、個人の働き方や雇   

用形態の選択に中立的な仕組みとし、個人が十分能力を発揮し七いくこ   

とができ、披用者としての年金保障を充実させる戟卓から、短時間労働   

者に対して厚生年金の適用癒大を図っていくことが求められている。ま  

た、「基本方針20・03」・等においても、その必要性は繰り■返し脂摘さ   

れている。  

○ このような働き方の多様化へ■の対応、短時間労働者・自身の年金保障の   

充実の観点のほか、就業調整問題の解決、事業主間の保険料負担の不均   

衡是正、雇用労働者とレての均衡処遇等の観点からも、基本的には短時   

間労働者への厚生年金の適用拡大を行うべきである；  

その際には、適用拡大による雇用への影響、短時間労働者が多く就労   

する産業・企業への影響、事務負担や保険料負担の増加等に十分配慮し   

て慎重に検討することが必要である。また、適用拡大に伴う労働者及び   

事業主の保険料負担の増大については、経過措置等一定の配慮を行うべ   

きである。  

○ また、5人未満の個人事革所及び任意適用業種への厚生年金の適用及   

びその在り方や方法についてまず検討すべきであるとの意見があった。  

○ 所定労働時間を基本的な基準として適用してきた厚生年金の考え方や、   

年収妻件をなくして20時間という週の所定労働時間だけでみること   

にレた雇用保廟の適用基準を考慮すると、今回の適用拡大に当たっては、   

週の所定労働時間が一定以上の者を適用することが適当である。  

具体的なこの基準については、週20時間以上という意見があった。   

この点については、所定労働時●間が20時間より短い着であっても、 

相当の賃金を得ている場合もあり∴週の所定労働時間の要件に収入要件   

（例えば年間賃金65万円以上）を併用すべきであるとの意見があった。  

○ 短時間労働者への厚生年金の適用拡大を行った場合、その給付と負担   

の在り方については、短時間労働者は比較的低い賃金で就労している暑   

が多いことからこ′負担については、現行の直生年金の応能負担の考え方   

から、何らかの形で療準報酬の下醜（月額98，ODO円）■を引き下げて適用   

することが適当である。  

肝2－   



持続可能な安心できる年金制度の構築に向けて・（厚生労働省案）抜粋  

（平成15年11月17日）  

2∴短岳面労働者に対する厚生年金の鹿角拡大専  

○ 短時間労働者I享対する厚生年金の適用拡大を図る。その際、経過措置   

等一定の野慮を行う。  

○ 週の所定労働時間が20時間以上の者を基本に適用する・。  

○ 保険料負担に？いては、特別な低い療準報酬区分を設定し七適用する。 

被扶養者の給付は行わない。  

（1）適用拡大の必要性   

q 就労形態の多極化に対応し、年金制度にういても、個人の働き方や  

雇用形態の選択に．中立的な仕組みとし、個人が十分能力を発拝してい  

くこ．とができる皐う、また、被虐者としての年金保障を充実させる観   

点から、短時間労働者に申する厚生年金の適用拡大右図る。  

その際、適用拡大による雇用への影響、短時間労働者を多く雇用す  

る産草・企業に与える影響、事琴負担や保険料負担の増加等を踏まえ   

て、経過措置等⊥走の配慮を行う。  

（2）適用基準の在り方  

○ 適用拡大後の適用基準一事つt、ては、・雇用保険と同様に、適用事業所   

・における週の所定労働時間が、」般的な正規労働者の週の所定労働時  

間の半分程度である、2・0時間以上の者を基本とする。  

（3）給付と．負担の在り方   

0 新たに適用される短時間労働者についての給付と負担の在り方につ  

いては、短時間労働者は比戟的低い賃金で就労してしiる者が多いこと  

から、保険料負担については、現行の標準報酬の下限（月額98，0  

0■0円）とは別に特別な低い標準報酬区分を設定して適用する。 

給付につし†ては、被鋲養配偶者の給付は行わないb  

○ 層時間労働者に対する厚生年金の適用拡大に合わせ」標準報酬の尭  

定基礎日数（現私標準報酬の定時決定等に当たり■、3か身のうち報   

酬支払の基礎日数が20日以上の月を算定基礎とす 

いる。）について、重態を踏まえて見直す。  

－3一   
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短時間労働者への厚生年金適用拡大についての経済界の意見  

○日本経団連  

・まず、任意適用事業所で働くフルタイム従業員への適用のあり方を検討す   

べきである。その上で、第1号被保険者とのアンバランスの解消策や財政   

影響の試算を十分明らかにする必要がある。  

・適用拡大による雇用への悪影響、短時間労働者の就業が多い産業および企   

業の経営への圧迫、事業所閉鎖等による地域経済への影響などを考慮する   

必要がある。短時間労働者本人の実質所得減に対する納得や事務負担の増   

加の問題もある。  

・これらの課題を解消したうえで、影響を最小限にとどめる適用のあり方や   

そのための期間を慎重に検討すべき。【平成15年9月10日】  

○日本チェーンストア協会  

・短時間労働者の就業や雇用のあり方に重大な影響を及ぼす一方、低迷する   

消費やチェーンストアの経営に深刻な影響を与えかねないため、断固反対。   

【平成15年11月17日】  

○短時間労働者への厚生年金等適用拡大反対協議会  

（スーパーマーケット協会等流通・サービス13団体）  

・働き方や雇用に大きな影響を及ぼす一方、家計や消費を圧迫し、流通・サ   

ービス産業の企業経営にさらに深刻な打撃を与えかねない。   

【平成15年12月3日】  

○日本フードサービス協会  

・現場で働くパートタイマーの方の意見や約400万人近いパートタイマー   

を雇用する外食産業の立場・実態は全く配慮されていない。  

・外食企業の経営基盤が脅かされ企業倒産や店舗撤退等が発生し、とくに雇   

用の創出に貢献してきた地方の経済・雇用が悪化することが懸念。   

【平成15年11月18日】  

ー5・・   



○全国生活衛生同業組合中央会  

・経真に占める人件費の割合が高く、殊に飲食業は短時間労働者の占める割   

合が多く、厚生年金の適用拡大により事業主の経責負担が一層大きくなり、   

一段と経営が困難になる。   

－また、短時間労働者の多くは家庭の主婦又は学生であり、被保険者自身が   

厚生年金の適用を享受する気はなく、賃金から保険料を払うことには反対。   

【平成15年6月20日】  

○中小企業4団体（日本商工会議所等）  

・安易な適用拡大には断固反対する。  

・短時間労働者への厚生年金保険の適用に伴う保険料負担増は企業の活力を   

削ぎ、雇用コストの上昇を通じて企業収益を大きく圧迫し、厳しい国際競   

争の中にあるわが国企業の競争力低下を招くとともに、新規雇用にも著し  

く悪影響を及ぼすことが予想される。  

・中小企業にとっては死活問題。  

・新たに対象となる労働者の手取り収入の減少は消費の減退にも繋がり、景   

気回復に悪影響を与えかねない。【平成16年1月15日】  

○その他、外食産業国体による140万人の反対署名の提出 等  

一6－   



短時間労働者への厚生年金の適用について  

○国民年金法等の一部を改正する法律（平成16年法律第104号）附則第3条第3項   

短時間労働者に対する厚生年金保険法の適用については、就業形態の多様化  
の進展を踏まえ、被用者としての年金保障を充実する観点及び企業間における  
負担の公平を図る観点から、社会経済の状況、短時間労働者が多く就業する企  
業への影響、事務手続の効率性、短時間労働者の意識、就業の実態及び雇用へ  

の影響並びに他の社会保障制度及び雇用に関する施策その他の施策との整合性  
に配慮しつつ、企業及び被用者の雇用形態の選択にできる限り中立的な仕組み  
となるよう、この法律の施行後五年を目途として、総合的に検討が加えられ、  
その結果に基づき、必要な措置が講ぜられるものとする。   
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最近の国会答弁等  

○中川秀直議員に対する内閣総理大臣答弁（平成18年10月2日衆議院本会議）  

「パート労働者への社会保険の適用拡大…（中略）…など正規・非正規労働者間の均   

衡処遇の実現に向け、法的整備を含めた検討にしっかりと取り組んでまいる」  

○枝野幸男議員に対する内閣総理大臣答弁（平成18年10月6日衆議院予算委員会）   

「この非正規雇用の方々、いわゆるパートの方々、に対してこの社会保険の、厚生   

年金の適用、社会保険の拡大、ということにつきましては、私はそれを進めていき   

た史と思っておりますし、経団連をはじめ財界の団体の方々にも、この方針につい   

てはご説明をしているところでございます。もちろんその中で、例えば、勤務の実   

態ということについてですね、ある程度の勤続の期間、また一週間にどれくらいの   

仕事をしているかということは、これは基本的に実態としてなければならないのは   

当然でありますが、そういう要件等等を勘案した上で、拡大について検討をしてま   

いりたいと思います。」  

○南野知恵子議員に対する厚生労働大臣答弁（平成柑年10月26日参議院厚生労働委）   

「前回の年金改正法におきまして、その問題は言わば、法律的に言わば我々の課題   

として提示をいただいたわけでございます。  

実態的にも、私は、パートの労働者への厚生年金の適用拡大という問題はこれは   

真剣に取り組まなければならない課題であると、このように考えますが、基本的な   

方向としては、これは安倍総理御自身もかなりクリアカットに拡大するんだという   

決意を表明されているわけですけれども、ただ、具体の問題としてはそこにいろい   

ろな問題がないわけではないと、このように考えております。事業主に対しては負   

担増になる、あるいはこの拡大の仕方によっては短時間労働者にも負担増になると   

いう面があるわけでございまして、こういうものがひいては雇用や経済に影響を与   

えるということもあろうかと思います。  

また、現実に拡大される人たちの中には、大いにこれを望むという人たちと、例   

えばパートの女性の方々の中には、御主人の給与とかその他の負担というようなも   

のを勘案して、必ずしもこれを望まないといったようなところもあるようでござい   

まして、これらの問題をこれからしっかり検討して、早急に結論を出して、拡大と  
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いう基本方向に沿った具体案で実現をいたしたいと、このように考えております。  

○内閣総理大臣から厚生労働大臣への指示（平成18年11月30日経済財政諮問会議）  

「パートタイム労働者への社会保険適用の拡大については、精力的に関係者からの   

意見聴取を行った上で、来年の通常国会への被用者年金一元化法案の提出と併せ、   

実現できるように調整していただきたい。」  

○革川昭三議員に対する厚生労働大臣答弁（平成柑年12月12日参議院厚生労働委）   

「パート労働者の厚生年金の適用拡大の問題でございますけれども、パート労働者  

といえども被用者としての年金保障を充実させるという観点からは、基初期ここ   

れを進めるべきだというふうに考えているわけであります。」  

しかし、また他方、今、先生がおっしやられたように適用拡大の問題は、婁業   

主にとっては負担になる、瑚短時間労働者lことって   

も負担になるということもありまして企業や雇用への影響なども十分に考慮が必   

重であるとこういうことでございます。  

これにつきましては、総理の所信表明演説で既にお触れになっておりまして   

我々としては、この総理の意向というものを踏まえまして、12月下旬に設置予   

定の「社会保障審議会 年金部会」において、関係者カ、ら意見聴取等を行ってい   

皇址とこういうことでございます。  

問題点としてはどうかということでございますが、事業主に負担を求める厚生   

年金適用対象者の範囲というものをどう考えるか、また、企業への影響に配慮す   

る観点から、企業規模についてどういう考え方をとるか、といったようなことが   

あろうかと思います。  

これらの様々な論点につきまして、できるだけ早期lこ具体的な成案を得て、被   

用者年金一元化に併せて、次期通常国会lこ法案が提出できるようlこ努めてまいり   

たいとこのように考えております。」  
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ヰ金制度の濠題に関する方向性について（薇呼）  

千歳18年11月14月  

与党年金制反故草協鶉各  

年金制度の課題に閲し、次のとおり共通の認哉を得た。  

2．∴短時間労働者に翠する社各保険適用拡大について  

（1）・姪時間労働者に対する社会保険適用の取扱いは、将来の年金   

保障の充実に資する■とともに、格差固定を轟けるための風チャレ   

ンジ政乳推進の観点からも重貴課題であり、早期た具体的な’方向   

付けを行う必貴がある。  

（2）そのため、過労働時間のほか、勤続期間や正社員ヒの関係等   

勤務実態を踏まえることが必妥である●。  

（3）、また、中小客如企業に対する適切な配慮を行うとともに、  

翠変級和や経過措置に十分留意するものとする。  

（4）以上を踏まえこ政府においてほ可及的速やかに各方面の意見  

の聴取と整理に努められたい。  
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パート労働者への厚生年金等速用拡大に  

断固反対する！  

平成18年11月29日  

『短時間労働者への厚生年金等適用拡大反対協議会』  

社団法人全国スーパーマーケット協会  

社団法人全国乗用自動車連 

社団法人日本給食サービス協会  

日本小売業協会  

社団法人日本ショッピングセンター協会  

日本スーパーマーケット協会  

社団法人日本セルフ・サービス協会  

社団法人日本専門店協会  

日本チェーンストア協会  

社団法人日本通信販売協会  

社団法人日本テレマーケティング協会  

日本百貨店協会  

社団法人日本フードサービス協会  

社団法人日本フランチャイズチェーン協会  

社団法人日本べんとう振興協会  

社団法人日本ホテル協会  

社団法人日本ボランタリー・チェーン協会  

理事長  原 信 一  

会 長  新倉 尚文  

会 長  野々村禎之  

会 長  中村 胤夫  

会 長  木村 憲司  

会 長  清水 信次  

会 長  増井徳太郎  

会 長  黒川 光博  

会 長  佐々木孝治  

会 長  石川 博康  

会 長  菱沼 千明  

会 長  中村 胤夫  

会 長  米演 和英  

会 長  加 藤  充  

会 長  安田 定明  

会 長  中 村  裕  

会 長  宮下 正房   

パート労働者への厚生年金適用問題については、平成16年年金制度改革において、国  

民年金法等の一部を改正する法律附則第3条第3項に「社会経済の状況、短時間労働者が  

多く就業する企業への影響、事務手続の効率性、短時間労働者の意識、就業の実態及び雇  

用への影響並びに他の社会保障制度及び雇用に関する施策その他の施策との整合性に配慮  

しつつ～（略）～この法律の施行後5年を目途として、総合的に検討が加えられる」旨明  

記されたにもかかわらず、政府・与党におかれては、国民の前で附則の諸課題について全  

く検討することなく、推し進められようとしております。   

およそ650万人のパート労働者を雇用する流通・サービス産業17団体は、急速『短  

時間労働者への厚生年金等適用拡大反対協議会』の活動を再開し、本日緊急にパート労働  

者への厚生年金等の適用拡大に断固反対することを改めて決議いたしましたので、その実  

現を政府・与党に強く要求いたします。  
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決   

国民年金法等の一部を改正する法律の附則の趣旨を全く無視し   

た議鶉の進めかこ強く抗議し、パート労働者の多橡な働き方や雇   

用を奪い、流通・サービス産業の企業経営を危機的状況に追い込   

むパー ト労働者への厚生年金等速用拡大に断固反対する。  

1．短時間労働を選択しているパート労働者が本当に厚生年金加入を望ん   

でいるのか検証されていない。  

2．パート労働者本人の給付がどのような形になるのか不透明のまま、保   

険料の負担ばかりが議論されている。  

3．適用拡大を強行することは、パート労働者の多様な働き方を阻害し、  

雇用不安を招くことになる。  

4．本来行われるべきはずの国民年金法等の一部を改正する法律附則第3   

条第3項に基づく検討が全く無視されている。  

5．国民年金の未加入・未納問題が依然として解消されていない上、厚生  

年金の空洞化等の問題も十分に改善されておらず、年金制度に対する不  

信感は払拭されていない。  

6．家計を圧迫し個人消費に影響を及ぼすとともに、流通・サービス産業  

全体の経営危機を招く。  

以上  
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